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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第99期
第1四半期
連結累計期間

第100期
第1四半期
連結累計期間

第99期

会計期間
自  2010年 4月 1日
至  2010年 6月30日

自  2011年 4月 1日
至  2011年 6月30日

自  2010年 4月 1日
至  2011年 3月31日

売上高 (百万円) 64,822 76,078 272,630

税金等調整前四半期
(当期)　純利益

(百万円) 9,393 13,449 42,730

当社株主に帰属する
四半期 (当期) 純利益

(百万円) 6,045 9,456 29,905

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) △ 10,476 7,616 17,312

株主資本 (百万円) 281,862 307,655 307,149

純資産額 (百万円) 284,100 310,267 309,678

総資産額 (百万円) 333,975 370,119 372,507

１株当たり当社株主に
帰属する四半期
(当期)　純利益

(円) 43.9 68.6 217.1

潜在株式調整後
1株当たり四半期
(当期)　純利益

(円) - - -

株主資本比率 (％) 84.4 83.1 82.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,138 △ 4,277 19,617

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 4,652 11,208 △ 19,334

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 5,173 △ 4,592 △ 7,355

現金及び現金同等物の
四半期末 (期末) 残高

(百万円) 54,425 53,343 51,833

(注)  1 売上高には、消費税等は含まれておりません。

2 当社は、米国会計基準に基づき連結財務諸表を作成しております。

3 潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

  せん。

4 「株主資本」は「当社株主の資本合計」を表示しております。

　

２ 【事業の内容】

当第1四半期連結累計期間（自　2011年4月1日　至　2011年6月30日）における、当社グループにおいて営ま

れている事業の内容に重要な変更はありません。また、重要な関係会社の異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

①経営成績の分析

当第１四半期の世界情勢を見ますと、欧州では主に外需を牽引役にドイツや英国で堅調な回復基調を示

すとともに、ロシア経済も原油高を背景に順調に回復しました。米国では個人消費や設備投資の動きが鈍化

したことなどから景気回復の勢いが一服しました。日本では３月11日に発生した東日本大震災が経済活動

に深刻な影響を及ぼしたほか、夏場の電力供給の不安定さが懸念されるなど、景気の先行きは依然不透明な

状況が続いています。一方、アジアや中南米などの新興国では設備投資や個人消費が堅調に推移したことな

どにより経済成長が続きました。

　当第１四半期の当社グループの連結業績は、主に米ドルに対し円高による売上の目減りはあったものの、

世界的に電動工具の需要が堅調であったことなどにより、売上高は前年同期比17.4％増の76,078百万円と

なりました。また利益面においても、売上が好調に推移したことにより、営業利益は同28.4％増の13,011百

万円（営業利益率17.1％）、税金等調整前四半期純利益は前年同期比43.2%増の13,449百万円（税金等調整

前四半期純利益率17.7％）、当社株主に帰属する四半期純利益は同56.4％増の9,456百万円（当社株主に帰

属する四半期純利益率12.4％）となりました。

地域別の売上高については、次のとおりです。

　国内は、震災の復旧需要があったことなどから前年同期比14.8％増の11,708百万円となりました。

　欧州は、ドイツや英国などの先進国に加え、引き続きロシアの需要が堅調に推移したことなどから、前年同

期比18.3％増の32,665百万円となりました。

　北米は、米国住宅市場の低迷があったものの、リチウムイオンバッテリを搭載した充電工具の需要が堅調

なことなどにより、前年同期比6.4％増の9,816百万円となりました。

　アジアは、東南アジア諸国の需要が堅調なことなどから、前年同期比36.4％増の7,249百万円となりまし

た。

　その他地域では、中近東・アフリカは一部地域の政情不安の影響などから前年同期比8.5％減の3,833百万

円となったものの、資源価格の上昇などを背景に景気が堅調に推移している中南米とオセアニアでは、それ

ぞれ前年同期比38.9％増の6,073百万円、同21.5％増の4,734百万円と、いずれも高い伸びを示しました。
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②地域別セグメントの業績

セグメント情報は当社および連結子会社の所在地に基づき決定されます。

　

日本セグメント

当第1四半期連結累計期間の日本セグメント売上高は、前年同期比22.6%増の30,171百万円となりました。

この内、外部顧客に対する売上高は、前年同期比18.0%増の16,507百万円（連結売上高の21.7%）となりまし

た。

　当第1四半期連結累計期間の日本セグメントの営業利益は、売上の増加および増産に伴う工場稼働率の向

上などにより前年同期比269.8%増の3,912百万円となりました。

　

欧州セグメント

当第1四半期連結累計期間の欧州セグメント売上高は、前年同期比18.2%増の33,387百万円となりました。

この内、外部顧客に対する売上高は、前年同期比18.3%増の32,601百万円（連結売上高の42.9%）となりまし

た。

　当第1四半期連結累計期間の欧州セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比5.3%増の

3,852百万円となりました。

　

北米セグメント

当第1四半期連結累計期間の北米セグメント売上高は、前年同期比10.2%増の10,882百万円となりました。

この内、外部顧客に対する売上高は、前年同期比7.9%増の9,977百万円（連結売上高の13.1%）となりまし

た。

　当第1四半期連結累計期間の北米セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比17.4%増の

674百万円となりました。

　

アジアセグメント

当第1四半期連結累計期間のアジアセグメント売上高は、前年同期比33.9%増の33,991百万円となりまし

た。この内、外部顧客に対する売上高は、前年同期比26.1%増の3,728百万円（連結売上高の4.9%）となりま

した。

　当第1四半期連結累計期間のアジアセグメントの営業利益は、為替レートの変動による影響を受けたもの

の、前年同期比18.8%増の3,892百万円となりました。

　

その他の地域セグメント

当第1四半期連結累計期間のその他の地域セグメント売上高は、前年同期比21.4%増の13,493百万円とな

りました。この内、外部顧客に対する売上高は、前年同期比19.6%増の13,265百万円（連結売上高の17.4%）

となりました。

　当第1四半期連結累計期間のその他の地域セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比

21.5%増の1,953百万円となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

 4/30



　

③財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前期末に比べ2,388百万円減少し、370,119百万円となりまし

た。主な要因は棚卸資産が増加した一方で、配当金の支払いのための有価証券の売却や、定期預金が減少し

たことによるものです。負債の部は、前期末に比べ2,977百万円減少し、59,852百万円となりました。主な要

因は、短期借入金が増加した一方、未払給与及び賞与や未払法人税等、支払手形及び買掛金が減少したこと

によるものです。資本の部は、前期末に比べ589百万円増加し、310,267百万円となりました。

　

④キャッシュ・フローの状況

営業活動の結果使用した資金は、4,277百万円となりました。この営業活動によるキャッシュ・アウトフ

ローは、主に棚卸資産、受取手形及び売掛金の増加、支払債務及び未払費用、未払法人税等が減少したことな

どによるものです。前年同期は、営業活動の結果得られた資金が4,138百万円でした。

　投資活動の結果得られた資金は11,208百万円となりました。この投資活動によるキャッシュ・インフロー

は、主に売却可能有価証券の売却増加、定期預金が減少したことなどによるものです。前年同期は、投資活動

の結果使用した資金が4,652百万円でした。

　財務活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ581百万円減少し4,592百万円となりました。

　上記活動の結果および為替レートの変動による影響により、当第1四半期連結会計期間末の当社グループ

の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末の51,833百万円から1,510百万円増加して53,343百万円となり

ました。

　

⑤事業上および財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題について、重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

　

⑥研究開発費

当第1四半期連結累計期間の研究開発費の総額は前年同期比11.3%増の1,935百万円となりました。当第1

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

 5/30



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 496,000,000

計 496,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第1四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2011年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2011年8月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 140,008,760140,008,760

東京証券取引所
（市場第一部）
名古屋証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は、100株です。

計 140,008,760140,008,760― ―

(注)  米国ではADR（米国預託証券）により、ナスダック証券取引所に上場しております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2011年4月 1日～
2011年6月30日

― 140,008,760 ― 24,206 ― 47,525

　

(6) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（2011年3月31日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。

　

① 【発行済株式】

　 　 　 2011年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）          　

　　　　　　
　 普通株式　　　2,251,000

― ―

完全議決権株式(その他) 　 普通株式　　137,602,1001,376,021 ―

単元未満株式  　普通株式　　　　155,660 ― 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 140,008,760― ―

総株主の議決権 ― 1,376,021 ―

(注)  単元未満株式の欄の普通株式には当社所有の自己株式が61株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 2011年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
 株式会社マキタ

愛知県安城市住吉町
三丁目11番8号

2,251,000― 2,251,0001.61

計 ― 2,251,000― 2,251,0001.61

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、平成21年内閣府令第73号附則第6条に基づき、改正前の「四半期連結財務

諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第93条の規定により、米国におい

て一般に公正妥当と認められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当第1四半期連結会計期間(2011年4月1日から

2011年6月30日まで)及び当第1四半期連結累計期間(2011年4月1日から2011年6月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

　

　 　
前連結会計年度
(2011年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(2011年6月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び現金同等物 　 　 51,833　 　 53,343　

　２　定期預金 　 　 15,719　 　 10,210　

　３　短期投資
※6,
8,10

　 33,555　 　 24,471　

　４　受取手形及び売掛金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　受取手形 　 1,914　 　 2,000　 　

　　　　売掛金 　 46,785　 　 48,258　 　

　　　　貸倒引当金 　 △ 935 47,764　 △ 943 49,315　

　５　棚卸資産 ※4 　 110,595　 　 118,699　

　６　繰延税金資産 　 　 6,039　 　 5,383　

　７　その他の流動資産
※8,
9,10

　 9,990　 　 10,726　

　　　流動資産合計 　 　 275,49574.0　 272,14773.5

Ⅱ　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　土地 ※8 　 20,065　 　 20,117　

　２　建物及び構築物 ※8 　 72,201　 　 72,545　

　３　機械装置及び備品 ※8 　 73,195　 　 73,616　

　４　建設仮勘定 　 　 1,369　 　 1,914　

　 　 　 166,830　 　 168,192　

　５　減価償却累計額 　 　 △ 94,792　 　 △ 95,751　

　　　有形固定資産合計 　 　 72,03819.3　 72,44119.6

Ⅲ　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　投資
※6,
8,10

　 17,069　 　 17,657　

　２　のれん 　 　 721　 　 721　

　３　その他の無形固定資産
　　　（純額）

　 　 4,595　 　 4,559　

　４　繰延税金資産 　 　 1,403　 　 1,157　

　５　その他の資産 　 　 1,186　 　 1,437　

　　　投資その他の資産合計 　 　 24,9746.7　 25,5316.9

　　　資産合計 　 　 372,507100.0　 370,119100.0
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前連結会計年度
(2011年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(2011年6月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　短期借入金 ※10　 868　 　 2,710　

　２　支払手形及び買掛金 　 　 25,691　 　 24,532　

　３　未払金 　 　 4,386　 　 4,784　

　４　未払費用 　 　 6,125　 　 5,647　

　５　未払給与及び賞与 　 　 7,543　 　 5,878　

　６　未払法人税等 　 　 4,317　 　 2,997　

　７　繰延税金負債 　 　 112　 　 196　

　８　その他の流動負債
※7,
8,9,
10

　 7,183　 　 6,600　

　　　流動負債合計 　 　 56,22515.1　 53,34414.4

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期債務 ※10　 19　 　 16　

　２　退職給付引当金 　 　 3,128　 　 3,029　

　３　繰延税金負債 　 　 746　 　 740　

　４　その他の負債 ※7 　 2,711　 　 2,723　

　　　固定負債合計 　 　 6,6041.8　 6,5081.8

　　　負債合計 　 　 62,82916.9　 59,85216.2

(資本の部) ※5 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　当社株主の資本 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 23,805　 　 23,805　

　２　資本剰余金 　 　 45,420　 　 45,420　

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　利益準備金 　 　 5,669　 　 5,669　

　　　　その他の利益剰余金 　 　 293,532　 　 295,963　

　４　その他の包括利益
　　　（△損失）累計額

※6 　 △ 54,824　 　 △ 56,747　

　５　自己株式、取得原価 　 　 △ 6,453　 　 △ 6,455　

　　　当社株主の資本合計 　 　 307,14982.5　 307,65583.1

Ⅱ　非支配持分 　 　 2,5290.6　 2,6120.7

　　　資本合計 　 　 309,67883.1　 310,26783.8

　　　負債及び資本合計 　 　 372,507100.0　 370,119100.0

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　

前連結会計年度末
(2011年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(2011年6月30日)

発行可能株式総数(普通株式） 　 496,000,000株 496,000,000株

発行済株式数(普通株式） 　 140,008,760株 140,008,760株

発行済株式数(自己株式除く) 　 137,757,699株 137,757,154株

自己株式数(普通株式） 　 2,251,061株 2,251,606株
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(2) 【四半期連結損益計算書】
　【第1四半期連結累計期間】
　

　 　
前第1四半期連結累計期間
（自  2010年 4月 1日
   至　2010年 6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
  至  2011年 6月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 64,822100.0　 76,078100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 39,29060.6　 45,92260.4

　　売上総利益 　 　 25,53239.4　 30,15639.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費等 　 　 15,39623.8　 17,14522.5

　　営業利益 　 　 10,13615.6　 13,01117.1

Ⅳ　営業外損益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息及び配当金 　 395　 　 436　 　

　２　支払利息 　 △ 8　 　 △ 21　 　

　３　為替差損益(純額) ※9 △ 1,220　 　 64　 　

　４　有価証券実現損益(純額) ※6 90 △ 743△ 1.1 △ 41 438 0.6

　　税金等調整前四半期
　　純利益

　 　 9,39314.5　 13,44917.7

Ⅴ　法人税等 　 　 　 　 　 　 　

　１　当期税額 　 2,362　 　 2,850　 　

　２　期間配分調整額 　 886 3,2485.0 1,039 3,8895.1

　　四半期純利益 　 　 6,1459.5　 9,56012.6

Ⅵ　非支配持分に帰属する
　　利益

　 　 △ 100△ 0.2　 △ 104△ 0.2

　　当社株主に帰属する
　　四半期純利益

　 　 6,0459.3　 9,45612.4

　 　 　 　 　 　 　 　

1株当たり情報
前第1四半期連結累計期間
(自 2010年 4月 1日
  至 2010年 6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2011年 4月 1日 
  至 2011年 6月30日)

　普通株式1株当たり― 　 　
　 　

　
　 　

　　当社株主に帰属する
　　四半期純利益 　 　

43.9円
　

68.6円

　　配当金 　 　 37.0円 　 51.0円
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　

　 　
前第1四半期連結累計期間
(自　2010年 4月 1日
至　2010年 6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
至　2011年 6月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　 　

   1　四半期純利益 　 　 6,145　 9,560

   2　営業活動による増減への調整 　 　 　 　 　

　　　　減価償却費 　 1,806　 1,715　

　　　　法人税等期間配分調整額 　 886　 1,039　

　　　　売却可能有価証券実現損益、純額 　 △ 90　 41　

　　　　固定資産売除却損益、純額 　 19　 57　

　　　　資産・負債の変動 　 　 　 　 　

　　　　　受取手形及び売掛金 　 △ 731　 △ 1,898　

　　　　　棚卸資産 　 △ 5,204　 △ 8,886　

　　　　　支払債務及び未払費用 　 2,907　 △ 933　

　　　　　未払法人税等 　 217　 △ 1,908　

　　　　　退職給付債務 　 △ 268　 △ 262　

　　　　その他、純額 　 △ 1,549△ 2,007△ 2,802△ 13,837

　　営業活動による増減 　 　 4,138　 △ 4,277

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　 　

   1　資本的支出 　 　 △ 2,506　 △ 2,530

   2　売却可能有価証券の購入 　 　 -　 △ 364

   3　満期保有目的有価証券の購入 　 　 △ 1,130　 △ 1,530

   4　売却可能有価証券の売却 　 　 3,627　 10,095

   5　売却可能有価証券の償還 　 　 500　 -

   6　満期保有目的有価証券の償還 　 　 600　 -

   7　固定資産の売却 　 　 135　 71

   8　定期預金の増減、純額 　 　 △ 5,879　 5,476

   9　その他、純額 　 　 1　 △ 10

　　投資活動による増減 　 　 △ 4,652　 11,208

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　 　

   1　短期借入金の増減、純額 　 　 △ 52　 1,835

   2　自己株式の取得及び売却、純額 　 　 -　 △ 2

   3　配当金 ※5　 △ 5,097　 △ 7,025

   4　その他、純額 　 　 △ 24　 600

　　財務活動による純減 　 　 △ 5,173　 △ 4,592

Ⅳ　為替レートの変動に伴う影響額 　 　 △ 2,178　 △ 829

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減 　 　 △ 7,865　 1,510

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 　 　 62,290　 51,833

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 　 　 54,425　 53,343

　 　 　 　 　 　

　 　

前第1四半期連結累計期間
(自　2010年 4月 1日
  至　2010年 6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
  至　2011年 6月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

補足情報 　 　 　 　 　
　支払額 　 　 　 　 　
　　　　支払利息 　 　 22　 22

　　　　法人税等 　 　 2,144　 4,758

　

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

12/30



　

四半期連結財務諸表に関する注記事項

１　会計処理の基準

当社の四半期連結財務諸表は、平成21年内閣府令第73号附則第6条に基づき、改正前の「四半期連結財務諸

表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により米国預託証券の発行に関して要請されてい

る、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書、及び米国証券取引委員会規則S-X等、米国における一般に公正

妥当と認められる会計の基準、用語、様式及び作成方法に基づいて作成されております。

　当社は、1977年に米国預託証券を発行するにあたり、米国式連結財務諸表を作成し米国証券取引委員会に登

録しました。以降、当社は米国1934年証券取引所法第13条の規定に基づき継続的に米国式連結財務諸表の作成

及び提出を行っております。

　わが国における会計処理基準との主要な相違点は、次のとおりです。

　

(1) 新株発行費

新株発行費は、税効果調整後、資本剰余金より控除しております。

(2) 退職給付引当金

退職給付引当金は、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書 715「従業員報酬－退職給付」に準拠

して計上しております。

　同基準編纂書の適用により、予測給付債務または制度資産の予測と実際の結果との差額および前提条件

の変更による差額は、損失（利益）として将来の連結財務諸表に反映されます。未認識純損失（利益）は

期首時点における予測給付債務か制度資産の公正価値のいずれか大きい方の額の10％を超える部分につ

いて、制度加入者である従業員の平均残存勤続年数にわたって償却し、年金費用に含めております。

　また、年金及びその他の退職後給付の積立状況を連結貸借対照表上で認識しております。すなわち、積立

過剰額を連結貸借対照表上の資産として計上し、反対に、積立不足額を負債として計上します。未認識過

去勤務費用、未認識数理計算上の差異、およびその変動額は資本の部のその他の包括利益の構成要素とし

て認識しております。

(3) のれん及びその他の無形固定資産

のれん及びその他の無形固定資産の会計処理は、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書 350「無

形固定資産－のれん及びその他」に準拠しております。のれん及び耐用年数が確定できない無形固定資

産は償却をせず、原則として、少なくとも年1回及び減損の可能性を示す事象が発生した時点で減損のテ

ストを行っております。

　

２　四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

(1) 税金費用の計算

連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて税金費用を計算しております。
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３　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

(1) 連結の範囲の変更

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用範囲の変更

該当事項はありません。

(3) 会計方針の変更

該当事項はありません。

　

４　棚卸資産

2011年3月31日および2011年6月30日現在における棚卸資産の内訳は、以下のとおりです。

　

　
前連結会計年度末

(2011年3月31日)
　

当第1四半期連結会計期間末

(2011年 6月30日)

製品・商品 91,059百万円　 97,890百万円

仕掛品 2,551 　 2,957

原材料 16,985 　 17,852

合計 110,595　 118,699

　

５　資本勘定

2011年6月28日開催の定時株主総会の決議に基づき、2011年3月31日時点で登録されている株主に対し配当

金7,025百万円（1株当たり51円）を支払いました。
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連結資本勘定計算書

前第1四半期連結累計期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自　2010年4月1日　至　2010年6月30日）　　　　　　　（単位：百万円）

　

当社株主の資本

非支配
持分

合計

包括利益（△損失）

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式
当社株主に
帰属する利
益

非支配持
分に帰属
する利益

合計

前期首残高 23,80545,4205,669270,790△42,032△ 6,4452,466299,673　 　 　

自己株式の
取得（純
額）

　 　 　 　 　 -　 - 　 　 　

配当金 　 　 　 △ 5,097　 　 　 △ 5,097　 　 　

包括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

四半期純
利益

　 　 　 6,045　 　 100 6,145 6,045 100 6,145

為替換算
調整額

　 　 　 　 △ 15,004　 △ 328△ 15,332△ 15,004△ 328△ 15,332

未実現有
価証券評
価損益

　 　 　 　 △ 1,323　 　 △ 1,323△ 1,323　 △ 1,323

年金債務
修正額

　 　 　 　 34　 　 34 34　 34

四半期包
括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 △ 10,248△ 228△ 10,476

前第1四半
期末残高

23,80545,4205,669271,738△ 58,325△ 6,4452,238284,100　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

当第1四半期連結累計期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自　2011年4月1日　至　2011年6月30日）　　　　　　　（単位：百万円）

　 当社株主の資本

非支配
持分

合計

包括利益（△損失）

　

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式
当社株主に
帰属する利
益

非支配持
分に帰属
する利益

合計

当期首残高 23,80545,4205,669293,532△54,824△ 6,4532,529309,678　 　 　

自己株式の
取得（純
額）

　 　 　 　 　 △ 2　 △ 2　 　 　

配当金 　 　 　 △ 7,025　 　 　 △ 7,025　 　 　

包括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

四半期純
利益

　 　 　 9,456　 　 104 9,560 9,456 104 9,560

為替換算
調整額

　 　 　 　 △1,804　 △ 21 △1,825△1,804△ 21 △1,825

未実現有
価証券評
価損益

　 　 　 　 △ 152　 　 △ 152 △ 152　 △ 152

年金債務
修正額

　 　 　 　 33　 　 33 33　 33

四半期包
括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 7,533 83 7,616

当第1四半
期末残高

23,80545,4205,669295,963△56,747△ 6,4552,612310,267　 　 　
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６　短期投資および投資

2011年3月31日および2011年6月30日現在の短期投資および投資は、売却可能有価証券、満期保有有価証券お

よび市場性ない持分証券（原価法）です。

　

2011年3月31日および2011年6月30日現在の主な有価証券の種類別の原価額、未実現利益、未実現損失、公正

価値および簿価は、以下のとおりです。

　

　 　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日)

短期投資： 原価額 　 未実現利益 　 未実現損失 　 公正価値 　 簿価

売却可能有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 588百万円　 3百万円　 -百万円　 591百万円　 591百万円

　 投資信託 4,990 　 260 　 55 　 5,195 　 5,195

　 MMFおよびFFF26,720 　 - 　 - 　 26,720 　 26,720

　 市場性ある株式 671 　 277 　 - 　 948 　 948

　 計 32,969 　 540 　 55 　 33,454 　 33,454

満期保有有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 101 　 - 　 - 　 101 　 101

　 計 101 　 - 　 - 　 101 　 101

合計 33,070 　 540 　 55 　 33,555 　 33,555

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日)

投資： 原価額 　 未実現利益 　 未実現損失 　 公正価値 　 簿価

売却可能有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 市場性ある株式 7,486 　 4,552 　 238 　 11,800 　 11,800

　 計 7,486 　 4,552 　 238 　 11,800 　 11,800

満期保有有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 3,964 　 1 　 43 　 3,922 　 3,964

　 国債 200 　 1 　 - 　 201 　 200

　 公債
（国債を除く）

706 　 1 　 - 　 707 　 706

　 計 4,870 　 3 　 43 　 4,830 　 4,870

合計 12,356 　 4,555 　 281 　 16,630 　 16,670

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
上記の投資のほかに市場性ない持分証券(原価法)が399百万円あります。
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当第1四半期連結会計期間末

(2011年 6月30日)
短期投資： 原価額 　 未実現利益 　 未実現損失 　 公正価値 　 簿価

売却可能有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 589百万円　 3百万円　 -百万円　 592百万円　 592百万円

　 投資信託 5,254 　 241 　 29 　 5,466 　 5,466

　 MMFおよびFFF16,625 　 - 　 - 　 16,625 　 16,625

　 市場性ある株式 606 　 279 　 5 　 880 　 880

　 計 23,074 　 523 　 34 　 23,563 　 23,563

満期保有有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 908 　 - 　 - 　 908 　 908

　 計 908 　 - 　 - 　 908 　 908

合計 23,982 　 523 　 34 　 24,471 　 24,471

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　
当第1四半期連結会計期間末

(2011年 6月30日)
投資： 原価額 　 未実現利益 　 未実現損失 　 公正価値 　 簿価

売却可能有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 市場性ある株式 7,618 　 4,408 　 352 　 11,674 　 11,674

　 計 7,618 　 4,408 　 352 　 11,674 　 11,674

満期保有有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 4,678 　 6 　 28 　 4,656 　 4,678

　 国債 200 　 1 　 - 　 201 　 200

　 公債
（国債を除く）

706 　 2 　 - 　 708 　 706

　 計 5,584 　 9 　 28 　 5,565 　 5,584

合計 13,202 　 4,417 　 380 　 17,239 　 17,258

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

上記の投資のほかに市場性ない持分証券（原価法）が399百万円あります。

　

投資信託は信託銀行に預託された資金で、他の投資家の投資資金とともに合同運用され、信託銀行のファン

ドマネージャーが管理しております。2011年3月31日および2011年6月30日現在で、各投資信託は市場性ある株

式と利付債券で運用されております。市場性ない有価証券は、取得原価で計上され、定期的に減損テストを

行っております。市場性ない有価証券の公正価値を見積ることは実務上困難です。

　

2011年3月31日および2011年6月30日現在における投資カテゴリー別および未実現損失が継続的に発生して

いる期間別の売却可能有価証券の公正価値および未実現損失は以下のとおりです。なお、未実現損失が継続的

に生じている期間は比較的短期間であること、およびその他の関連する要因に基づいて、当社グループは、こ

れらの売却可能有価証券について一時的でない減損は発生していないと判断しております。2011年3月31日お

よび2011年6月30日現在、12ヶ月以上の期間にわたり生じている未実現損失はありません。
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前連結会計年度末
(2011年 3月31日)

　 12ヶ月未満 　 12ヶ月以上

　 公正価値 　 未実現損失 　 公正価値 　 未実現損失

短期投資： 　 　 　 　 　 　 　

投資信託 1,669百万円　 55百万円　 -百万円　 -百万円

合計 1,669 　 55 　 - 　 -

投資： 　 　 　 　 　 　 　

市場性ある株式 2,237 　 238 　 - 　 -

合計 2,237 　 238 　 - 　 -
　

　 　

　
当第1四半期連結会計期間末

(2011年 6月30日)
　 12ヶ月未満 　 12ヶ月以上

　 公正価値 　 未実現損失 　 公正価値 　 未実現損失

短期投資： 　 　 　 　 　 　 　

　投資信託 1,412百万円　 29百万円　 -百万円　 -百万円

　市場性ある株式 51 　 5 　 - 　 -

合計 1,463 　 34 　 - 　 -

投資： 　 　 　 　 　 　 　

　市場性ある株式 2,149 　 352 　 - 　 -

合計 2,149 　 352 　 - 　 -

　

2011年3月31日および2011年6月30日現在における投資カテゴリー別及び未実現損失が継続的に発生してい

る期間別の満期保有有価証券の公正価値および未実現損失は以下のとおりです。満期保有有価証券は高格付

であり、当社グループには満期まで保有する十分な意思及び能力があるため、損失が実現しないと判断してお

ります。

　

　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日)

　 12ヶ月未満 　 12ヶ月以上

　 公正価値 　 未実現損失 　 公正価値 　 未実現損失

短期投資： 　 　 　 　 　 　 　

社債 101百万円　 -百万円　 -百万円　 -百万円

計 101 　 - 　 - 　 -

投資： 　 　 　 　 　 　 　

社債 2,442 　 6 　 563 　 37
公債
　（国債を除く）

303 　 - 　 - 　 -

計 2,745 　 6 　 563 　 37

　

　
当第1四半期連結会計期間末

(2011年 6月30日)
　 12ヶ月未満 　 12ヶ月以上

　 公正価値 　 未実現損失 　 公正価値 　 未実現損失

短期投資： 　 　 　 　 　 　 　

社債 604百万円　 -百万円　 -百万円　 -百万円

計 604 　 - 　 - 　 -

投資： 　 　 　 　 　 　 　

社債 1,224 　 2 　 575 　 26
公債
　（国債を除く）

103 　 - 　 - 　 -

計 1,327 　 2 　 575 　 26
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2011年6月30日現在における公社債の償還日までの期間による分類は、連結貸借対照表の分類とは別に、以

下のとおりです。

　

原価 売却可能有価証券 　 満期保有有価証券 　 合計

1年以内 -百万円　 908百万円　 908百万円

1年超5年以内 589 　 4,984 　 5,573

5年超10年以内 - 　 600 　 600

10年超 - 　 - 　 -

合計 589 　 6,492 　 7,081

　

公正価値 売却可能有価証券 　 満期保有有価証券 　 合計

1年以内 -百万円　 908百万円　 908百万円

1年超5年以内 592 　 4,990 　 5,582

5年超10年以内 - 　 575 　 575

10年超 - 　 - 　 -

合計 592 　 6,473 　 7,065

　

短期投資および投資の実現益は、前第1四半期連結累計期間において98百万円ありましたが、当第1四半期連

結累計期間における短期投資および投資の実現益はありません。

一時的な下落ではないとみなされる短期投資および投資の減損を含む市場性ある有価証券の実現損は前第

1四半期連結累計期間および当第1四半期連結累計期間において、それぞれ8百万円および41百万円となってお

ります。売却された有価証券の原価は、移動平均法に基づき算定されております。市場価額の下落が一時的で

ない市場性ある短期投資および投資における未実現損失は、前第1四半期連結累計期間および当第1四半期連

結累計期間において、有価証券の実現損として、それぞれ8百万円および41百万円を計上しております。その結

果、その他の包括利益（△損失）のうち実現した損益への振替額は、前第1四半期連結累計期間および当第1四

半期連結累計期間では、それぞれ90百万円の実現益および41百万円の実現損となっており、その他の包括利益

（△損失）に含まれる未実現損益発生額は、それぞれ2,126百万円および295百万円の未実現損となっており

ます。

　売却可能有価証券の売却及び償還による回収金額は、前第1四半期連結累計期間および当第1四半期連結累計

期間において、それぞれ4,127百万円および10,095百万円となりました。

満期保有有価証券の償還による回収金額は、前第1四半期連結累計期間において600百万円ありましたが、当

第1四半期連結累計期間における満期保有有価証券の償還による回収はありません。
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７　契約債務および偶発債務

当社は、従業員による外部金融機関からの借入れに対し、保証をしております。従業員の住宅ローンおよび

教育ローンの保証に対する偶発債務は、2011年6月30日現在、6百万円です。当社は当該従業員の債務不履行時

にローン契約を履行する義務があります。2011年6月30日現在において、これらの債務保証に関する偶発債務

の公正価値に重要性はありません。

当社グループは、ある一定期間において、当社の製品およびサービスに対する保証を行っております。見積

りは主として過去の実績額に基づいております。前連結会計年度および当第1四半期連結累計期間における製

品保証引当金の変動は以下のとおりです。

　

　 前連結会計年度
（自　2010年 4月 1日
   至　2011年 3月31日) 　

当第1四半期連結累計期間
（自　2011年 4月 1日
   至　2011年 6月30日)

期首残高 1,835百万円　 2,015百万円

当期増加額 1,601 　 733

当期減少額（目的使用） △ 1,344 　 △ 735

為替換算調整額 △ 77 　 △ 15

期末残高 2,015 　 1,998

　

８　公正価値の測定

米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書820「公正価値の測定および開示」は、公正価値の測定に用い

る評価技法に用いるインプットの優先順位をつける公正価値ヒエラルキーを確立しております。ヒエラル

キーは、最優先順位である同一資産・負債の活発な市場における調整不要な公表価格(レベル1インプット

による測定)、および最も優先順位が低い観察不能なインプット価格(レベル3インプットによる測定)を定

義しております。

　

公正価値ヒエラルキーは、以下の3つのレベルから構成されております。

　

レベル１－測定日において直接入手可能な同一資産・負債の活発な市場における公表価格のインプット

　レベル２－レベル１の公表価格を除く、直接的・間接的に観察可能な資産・負債のインプット

　レベル３－観察不能な資産・負債のインプット

　

これらのインプットに基づき測定された資産・負債の公正価値のヒエラルキーは、重要なインプットの

うち最も低いレベルのインプットに基づき分類されます。
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継続的に公正価値によって評価する資産・負債

2011年3月31日および2011年6月30日現在における当社グループが保有する継続的に公正価値によって評価

する資産・負債は以下のとおりです。

　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日)

　 合計 　 レベル1 　 レベル2 　 レベル3

資産: 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　短期投資： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
    社債 591百万円 　 -百万円 　 591百万円 　 -百万円

    投資信託 5,195　 　 4,156　 　 1,039　 　 - 　

    MMFおよびFFF 26,720　 　 - 　 　 26,720　 　 - 　

    市場性ある株式 948　 　 948　 　 - 　 　 - 　

　金融派生商品 45　 　 - 　 　 45　 　 - 　
　投資： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
   市場性ある株式 11,800　 　 11,800　 　 -　 　 -　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
負債： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　金融派生商品 △ 433　 　 - 　 　 △ 433　 　 - 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　
当第1四半期連結会計期間末

(2011年 6月30日)
　 合計 　 レベル1 　 レベル2 　 レベル3

資産: 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　短期投資： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
    社債 592百万円 　 -百万円 　 592百万円 　 -百万円

    投資信託 5,466　 　 4,442　 　 1,024　 　 - 　

    MMFおよびFFF 16,625　 　 - 　 　 16,625　 　 - 　

    市場性ある株式 880　 　 880　 　 - 　 　 - 　

　金融派生商品 125　 　 - 　 　 125　 　 - 　
　投資： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
   市場性ある株式 11,674　 　 11,674　 　 -　 　 -　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
負債： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　金融派生商品 △ 148　 　 - 　 　 △ 148　 　 - 　

　

レベル1の短期投資は主に投資信託であり、レベル1の投資は市場性ある株式です。両者はともに十分な取引

量と頻繁な取引がある活発な市場における調整不要な市場価格に基づいて見積っております。

レベル2の投資信託は、国内株式型投資信託および国内債券型投資信託、外国債券型投資信託などであり、多

くの投資信託は、契約により解約請求後30日以内に資金化されます。これらの公正価値は、当該投資信託の純

資産価値など、市場で観察可能な基礎条件に基づいて見積っております。レベル2のMMF(マネー・マネジメン

ト・ファンド)およびFFF(フリー・ファイナンシャル・ファンド)は、国内外の公社債およびコマーシャル

ペーパーを中心に投資する安定した収益確保を目指した商品です。

レベル2の金融派生商品は、為替予約からなります。それらの公正価値は、為替レートや金利、ボラティリ

ティなどの市場で観察可能な基礎条件に基づいて見積っております。

　

非継続的に公正価値によって評価する資産・負債

前連結会計年度においては、欧州セグメントに含まれる長期性資産に対して、将来使用可能性がなくなった

ため、減損損失262百万円を計上し評価をゼロにしております。当社は、上記資産は観察不能なインプットに基

づき評価しているため、レベル3に分類しております。
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９　金融派生商品とヘッジ活動

リスク管理方針

当社グループは、外国為替および利率の変動といった市場リスクに直面しております。当社グループはこう

したリスクを軽減するため、為替予約、通貨オプションの金融派生商品を活用しております。当社グループは

トレーディング目的、投機目的で金融派生商品を活用しておりません。

当社グループは、取引相手方の契約不履行による信用損失を受ける可能性がありますが、取引相手方の多く

は国際的に認知された信用度が高いと考えられている金融機関であるため、取引相手方の契約不履行は無い

ものと考えております。また、契約を主な金融機関に分散しております。

　

外国為替リスク管理

当社グループは国際的に取引を実施しており、外国為替の変動による市場リスクに直面しているため、外貨

為替のリスクをヘッジする目的で為替予約、通貨オプションを導入しております。

これら金融派生商品は主に関係会社間の営業活動、財務活動により発生する為替リスクに対して使用しま

す。2011年3月31日および2011年6月30日現在、これら金融派生商品の公正価値は以下のとおりです。

　

ヘッジ手段として指定されていない金融派生商品
　

　 勘定科目 　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日) 　

当第1四半期連結会計期間末
(2011年 6月30日)

資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　為替予約 　 その他の流動資産 　 45百万円 　 125百万円

　通貨オプション 　 その他の流動資産 　 -　 　 -　

合計 　 　 　 45　 　 125　

負債 　 　 　 　 　 　 　 　

　為替予約 　 その他の流動負債 　 △ 433　 　 △ 148　
　通貨オプション 　 その他の流動負債 　 -　 　 -　

合計 　 　 　 △ 433　 　 △ 148　

　

前第1四半期連結累計期間および当第1四半期連結累計期間の公正価値の変動は以下のとおりです。

　

ヘッジ手段として指定されていない金融派生商品 　 　 　 　
　 　 　 　 　 デリバティブ損益の金額

　 　 勘定科目
　

前第1四半期累計期間
(自　2010年 4月 1日
  至　2010年 6月30日)

　
当第1四半期累計期間
(自　2011年 4月 1日
  至　2011年 6月30日)

為替予約 　 為替差損益（純額） 　 697百万円 　 365百万円
通貨オプション 　 為替差損益（純額） 　 4　 　 -　

合計 　 　 　 701　 　 365　
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2011年3月31日および2011年6月30日現在におけるデリバティブ資産およびデリバティブ負債に係る想定元

本残高の金融派生商品毎の内訳および通貨毎に区分した内訳は、以下のとおりです。

　

想定元本残高の
金融派生商品毎の内訳

前連結会計年度末
(2011年 3月31日) 　

当第1四半期連結会計期間末
(2011年 6月30日)

為替予約 22,836百万円 　 24,163百万円
通貨オプション - 　 　 - 　

合計 22,836　 　 24,163　
　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　
想定元本残高の
通貨毎の内訳

前連結会計年度末
(2011年 3月31日) 　

当第1四半期連結会計期間末
(2011年 6月30日)

米ドル 15,533百万円 　 17,994百万円
ユーロ 5,254　 　 4,309　
その他 2,049　 　 1,860　

合計 22,836　 　 24,163　

　 　 　 　 　 　

金利リスク管理

当社グループは、主に当社を通して財務活動、投資活動を行っております。現在当社グループは、グループ内

金融を主体に行っており、当社および子会社の余剰資金を他の資金不足の子会社へ融資することにしている

ため、金利の変動リスクは軽微です。

　

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

23/30



　

10　金融商品の時価情報

公正価値の見積りには、実務上見積りが可能な金融商品に関して、以下の見積方法および重要な仮定が用い

られております。

(1) 現金及び現金同等物、定期預金、受取手形及び売掛金、短期借入金、支払手形及び買掛金、未払金

      及び未払費用

満期日が短期または存在しないため、その帳簿価額をもって公正価値とみなしております。

(2) 長期定期預金

公正価値は、満期日までの残存期間に相当する定期預金の期末時の市場利子率により、将来のキャッ

シュ・フローを割り引いて見積っております。

(3) 短期投資及び投資

市場性ある有価証券の公正価値は、市場の相場に基づいて見積っております。市場性ない有価証券につ

いては、市場の相場が存在しないため合理的な公正価値の見積りは実務上困難です。そのような市場性な

い有価証券は公正価値の測定から除かれておりますが、公正価値が著しく低下したとき、またはその兆候

が現れたときは、公正価値は測定されます。市場性ない有価証券は、2011年3月31日および2011年6月30日

現在において、それぞれ399百万円および399百万円となります。

(4) 長期債務

長期債務の公正価値は、借入ごとに将来のキャッシュ・フローから、類似の満期日の借入金に対して適

用される期末時点での借入金利を用いて割り引いて算定した現在価値に基づいて算定しております。

(5) 金融派生商品

為替予約から構成される金融派生商品の公正価値は、取引金融機関から入手した相場に基づいて見

積っております。

 

2011年3月31日および2011年6月30日現在の金融商品の見積公正価値は、以下のとおりです。

　

　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日) 　

当第1四半期連結会計期間末
(2011年 6月30日)

　 簿価 　 公正価値 　 簿価 　 公正価値

短期投資 33,555百万円　 33,555百万円　 24,471百万円　 24,471百万円

投資 16,670 　 16,630 　 17,258 　 17,239

長期定期預金 11 　 11 　 10 　 10

長期債務(1年以内に返済予
定の長期債務を含む) △ 549 　 △ 550 　 △ 540 　 △ 541

為替予約：資産 45 　 45 　 125 　 125

為替予約：負債 △ 433 　 △ 433 　 △ 148 　 △ 148

　

(6)　公正価値の前提について

公正価値の見積りについては特定の一時点で、利用可能な市場情報および当該金融商品に関する情報

に基づいて算定しております。

これらの見積りは実質的に当社が行っており、不確実な点および当社の判断を含んでおります。そのた

めこれらの前提が変わることにより、その見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
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11　セグメント情報

以下に報告されているオペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、

当社のマネジメントによって定期的に使用されているものです。マネジメントは、セグメントの業績評価や経

営資源の配分を行うため、様々な分析を行っております。

　

地域別セグメント

前第1四半期連結累計期間および当第1四半期連結累計期間の当社グループのオペレーティング・セグメン

トは日本グループ、欧州グループ、北米グループ、アジアグループ、その他の地域グループより構成されており

ます。

当社グループのセグメント情報は、所在地別の集計です。

本邦以外の区分に属する主な国または地域は以下のとおりです。

(1) 欧州……………ドイツ、英国、イタリア、フランス、フィンランド

(2) 北米……………米国、カナダ

(3) アジア…………中国、シンガポール

(4) その他の地域…オーストラリア、ブラジル、アラブ首長国連邦

当社は全てのオペレーティング・セグメントの業績を米国で一般に公正妥当と認められた会計基準により

評価しております。各セグメントの営業利益の算出方法は、連結損益計算書における営業利益の算出方法と一

致しており、受取利息及び配当金、支払利息、為替差損益および有価証券実現損益などを含みません。各セグメ

ントの総資産は所在地別の集計です。

セグメント情報における会計処理基準は、当社の連結財務諸表における会計処理基準と一致しております。

セグメント間の売上は第三者取引価格によっております。 

　消去又は全社の項目は、セグメント間取引の金額、セグメント間債権債務の金額、およびセグメント間取引に

係る未実現利益の消去金額を含みます。

当社グループは電動工具等を製造・販売しております。当社オペレーティング・セグメントの収益は、実質

的に全て、電動工具等の製品、部品の販売、および修理によるものです。
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前第1四半期連結累計期間
(自　2010年 4月 1日
  至　2010年 6月30日)

　
日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

13,98427,5489,2442,95711,08964,822 - 64,822

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

10,626 710 635 22,428 21 34,420△ 34,420 -

計 24,61028,2589,87925,38511,11099,242△ 34,42064,822

　　営業費用 23,55224,6009,30522,1099,50289,068△ 34,38254,686

　　営業利益 1,0583,658 574 3,2761,60810,174△ 38 10,136

　　営業外損益 - - - - - - - △ 743

　税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 9,393

長期性資産 40,49213,5851,83110,3424,19570,445△ 15570,290

総資産 225,21699,94230,33460,21538,003453,710△119,735333,975

設備投資 385 1,588 44 439 81 2,537△ 31 2,506

減価償却費 957 299 92 380 94 1,822△ 16 1,806

　

当第1四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
  至　2011年 6月30日)

　
日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

16,50732,6019,9773,72813,26576,078 - 76,078

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

13,664 786 905 30,263 228 45,846△ 45,846 -

計 30,17133,38710,88233,99113,493121,924△ 45,84676,078

　　営業費用 26,25929,53510,20830,09911,540107,641△ 44,57463,067

　　営業利益 3,9123,852 674 3,8921,95314,283△ 1,27213,011

　　営業外損益 - - - - - - - 438

　税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 13,449

長期性資産 39,27015,6191,77811,5554,35572,577△ 13672,441

総資産 230,225123,25030,14975,59248,036507,252△137,133370,119

設備投資 770 422 179 1,060 108 2,539 △ 9 2,530

減価償却費 855 325 87 364 99 1,730△ 15 1,715

前第1四半期連結累計期間および当第1四半期連結累計期間において、連結売上高の10％以上を占める重要

な単一顧客はありません。
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12　1株当たり情報

1株当たり株主資本および1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益の計算は下記のとおりです。

　前第1四半期連結累計期間および当第1四半期連結累計期間において希薄化の影響はありません。

　

(1) 1株当たり株主資本

　 前連結会計年度末
(2011年 3月31日) 　 当第1四半期連結会計期間末

(2011年 6月30日)

株主資本 307,149百万円　 307,655百万円

1株当たり株主資本の算定に用いら
れた四半期連結会計期間末の普通
株式の数

137,757,699株　 137,757,154株

１株当たり株主資本 2,229.6円　 2,233.3円
　 　 　 　

　

(2) 1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益

　

　
前第1四半期連結累計期間
(自　2010年 4月 1日
  至　2010年 6月30日) 　

当第1四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
  至　2011年 6月30日)

当社株主に帰属する
四半期純利益 6,045百万円　 9,456百万円

加重平均普通株式数 137,760,233株　 137,757,364株

1株当たり当社株主に帰属する
四半期純利益 43.9円　 68.6円

　

13　後発事象

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
2011年8月11日

株式会社マキタ

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員 　 公認会計士　 羽 太 典 明 　印

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員 　

公認会計士　 小 山 秀 明 　印

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員 　

公認会計士　 大 北 尚 史 　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社マキタの2011年４月１日から2012年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2011年４
月１日から2011年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2011年４月１日から2011年６月30日まで）
に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結キャッシュ
・フロー計算書及び四半期連結財務諸表に関する注記事項について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に関す
る注記事項１参照）に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に関する注記事項１参照）に準拠して、株式会社マキ
タ及び連結子会社の2011年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の
経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお
いて認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
 

(注) 　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。
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